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新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
患
者
が
日
本
で
初

め
て
確
認
さ
れ
て
か
ら
１
年
が
経
過
し
ま
し
た
。
会

員
の
先
生
方
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
こ
の
間
、
過
酷

な
状
況
の
中
で
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
予

防
、
治
療
等
に
対
応
し
て
頂
き
、
深
く
感
謝
申
し
上

げ
ま
す
。

日
本
医
師
会
は
、
昨
年
春
の
緊
急
事
態
宣
言
が
解

除
さ
れ
た
後
、
７
月
に
は
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
対
策
再
強
化
宣
言
」
を
、
ま
た
12
月
に
は
医

療
関
係
団
体
と
共
に
「
医
療
緊
急

事
態
宣
言
」
を
宣
言
し
、
国
に
対

し
て
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
早
期
収
束
に
向
け
た
対
策
を

強
く
要
請
し
ま
し
た
。
し
か
し
残

念
な
が
ら
、
昨
年
11
月
後
半
か
ら

の
い
わ
ゆ
る
〝
第
３
波
〟
は
、
拡

大
を
続
け
ま
し
た
。

日
本
医
師
会
の
働
き
掛
け
も
あ
り
、
今
年
１
月
13

日
に
は
、
11
都
府
県
に
対
し
て
緊
急
事
態
宣
言
が
発

令
さ
れ
ま
し
た
。
そ
し
て
、
多
く
の
国
民
の
皆
さ
ん

の
協
力
も
あ
り
、
新
規
患
者
数
の
減
少
も
見
ら
れ
つ

つ
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
依
然
と
し
て
予
断
を
許
さ

な
い
状
況
で
す
。
こ
こ
で
、
第
四
波
の
発
生
を
抑
え

込
む
こ
と
が
で
き
る
程
に
、
新
規
感
染
者
数
を
徹
底

的
に
減
少
さ
せ
て
お
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
収

束
そ
し
て
終
息
さ
せ
る
べ
く
、
日
本
医
師
会
は
緩
む

こ
と
な
く
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
に
組

織
を
挙
げ
て
取
り
組
み
ま
す
。

本
日
は
、
先
生
方
に
お
願
い
と
改
め
て
の
お
知
ら

せ
が
あ
り
ま
す
。

日
本
医
師
会
は
、
四
病
院
団
体
協
議
会
並
び
に
全

国
自
治
体
病
院
協
議
会
と
共
に
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
患
者
受
入
病
床
確
保
対
策
会
議
」
を
立

ち
上
げ
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
患
者
の
病

床
確
保
に
努
め
て
い
ま
す
。
受
入
病
床
は
も
と

よ
り
、
後
方
支
援
病
床
の
確
保
、
宿
泊
療
養
施

設
や
自
宅
療
養
の
充
実
の
た
め
先
生
方
の
ご
協
力
が

欠
か
せ
ま
せ
ん
。
同
会
議
が
多
方
面
か
ら
支
援
い
た

し
ま
す
。
ぜ
ひ
可
能
な
限
り
の
ご
協
力
を
お
願
い
し

ま
す
。

こ
れ
ま
で
の
間
、
医
療
提
供
体
制
は
崩
壊
の
危
機

に
直
面
し
、
医
療
経
営
は
極
め
て
逼ひ

っ
ぱ
く迫
し
た
状
態
に

あ
り
ま
す
。
日
本
医
師
会
は
、
先
生
方
の
ご
協
力
を

得
て
医
療
現
場
の
実
態
を
把
握
し
、
そ
の
エ
ビ
デ
ン

ス
を
も
っ
て
、
国
に
対
し
財
政
的
支
援
及
び
診
療
報

酬
上
で
の
対
応
を
要
請
し
て
き
ま
し
た
。
そ
し
て
そ

の
結
果
、
本
紙
面
で
お
伝
え
し
て
い
る
と
お
り
、
診

療
報
酬
の
特
例
や
さ
ま
ざ
ま
な
補
助
金
が
手
当
て
さ

れ
る
に
至
っ
て
い
ま
す
。
改
め
て
ご
確
認
頂
き
、
引

き
続
き
感
染
拡
大
防
止
に
ご
尽
力
を
お
願
い
し
ま

す
。本

年
２
月
か
ら
、
ワ
ク
チ
ン
接
種
が
始
ま
り
ま
し

た
。
日
本
医
師
会
は
、
希
望
す
る
全
て
の
国
民
に
速

や
か
に
接
種
を
行
き
わ
た
ら
せ
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
。

こ
れ
ま
で
に
経
験
し
た
こ
と
の

な
い
大
規
模
で
重
要
な
ワ
ク
チ
ン

接
種
で
す
。
現
時
点
で
は
、
不
明

確
な
点
も
多
く
あ
り
ま
す
が
、
今

こ
そ
、
全
国
の
医
師
会
の
底
力
を

国
民
の
皆
様
に
見
せ
る
時
で
す
。

そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
実
情
に
あ
っ
た
柔
軟
な
ワ
ク
チ

ン
接
種
体
制
を
組
め
る
よ
う
、
日
本
医
師
会
が
全
面

的
に
支
援
い
た
し
ま
す
。
ど
う
ぞ
、
ご
協
力
の
程
、

よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
は
必
ず
収
束
し
ま

す
。
そ
し
て
、
終
息
が
一
日
で
も
早
く
迎
え
ら
れ
る

よ
う
、心
一
つ
に
一
緒
に
頑
張
っ
て
参
り
ま
し
ょ
う
。

今
後
も
、
会
員
の
皆
様
に
は
ご
苦
労
を
お
掛
け
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

新型コロナウイルス感染症特集
～コロナ収束を目指して、今こそ医師会の底力を見せよう～

新型コロナウイルス感染症に関する主な出来事と
日本医師会の活動
2020年

	 1月6日	 �中国武漢で原因不明の肺炎が確認されたことを受けて
厚生労働省が注意喚起

	 14日	 WHOが新型コロナウイルスを確認
	 16日	 日本国内初の感染患者を確認
	 28日	 �新型コロナウイルス感染症対策本部を日本医師会内に

設置
	 30日	 WHOが「国際的な緊急事態」を宣言
	 2月14日	 横浜の大黒ふ頭に停泊中のクルーズ船にJMATを派遣
	 21日	 �都道府県医師会新型コロナウイルス感染症担当理事連

絡協議会を初開催（その後、定期的に開催）
	 27日	 �安倍晋三内閣総理大臣（当時）に新型コロナウイルス

感染症に関する要望書提出
	 3月13日	 �加藤勝信厚生労働大臣（当時）に医療用マスク、防護

具等の配備を求める要望書提出
	 4月1日	 定例記者会見で「医療危機的状況宣言」を公表
	 7日	 政府が7都府県に「緊急事態宣言」を発令
	 	 �緊急事態宣言発令を踏まえ全国知事会と意見交換会を

開催
	 10日	 �西村康稔経済再生担当大臣（当時）、加藤厚労大臣（当

時）に防護具不足の改善、抗体検査の速やかな普及を
求める

	 16日	 政府が「緊急事態宣言」の対象地域を全国に拡大
	 	 13都道府県が「特定警戒都道府県」に
	 18日	「日本医師会COVID-19有識者会議」を設置
	 20日	 �加藤厚労大臣（当時）に重症患者の受け入れに向けた

要望書を提出
	 5月1日	 �四病院団体協議会と共に、加藤厚労大臣（当時）に新

型コロナウイルス感染症における診療体制に関する要
望書提出

	 4日	 �政府が「緊急事態宣言」を5月31日まで延長すること
を決定

	 14日	 政府が「緊急事態宣言」を39県で解除することを決定
	 18日	 �第2次補正予算の編成に向け医療機関等の支援を安倍

総理、加藤厚労大臣、萩生田光一文部科学大臣（当時）
に要請

	 21日	 �政府が「緊急事態宣言」の関西圏の解除を決定、首都
圏と北海道は継続に

	 25日	「緊急事態宣言」が全国で解除される
	 6月9日	 �加藤厚労大臣（当時）に医療機関等への更なる支援を

要望
	 7月15日	 �中川俊男会長が記者会見で「新型コロナウイルス感染

症対策再強化宣言」を宣言
	 8月5日	 �中川会長が「今後の感染拡大を見据えたPCR等検査体

制の更なる拡大・充実のための緊急提言」を公表
	 7日	「みんなで安心マーク」の発行を開始
	 10月1日	 �中川会長が菅義偉内閣総理大臣と初会談、新型コロナ

ウイルス感染症対策に協力して取り組んでいくことを
確認

	 11月9日	 �「新型コロナウイルス感染症対応医療従事者支援制度」
の募集を開始

	 12月1日	 �「新型コロナウイルス感染症対応日本医師会休業補償制
度」を創設し、募集を開始

	 14日	 �中川会長が菅総理と共に国立国際医療研究センターを
視察

	 21日	 医療関係9団体で「医療緊急事態」を宣言
2021年

	 1月7日	 政府が1都3県に「緊急事態宣言」を発令
	 13日	 7府県も「緊急事態宣言」の対象地域に
	 14日	 中川会長、政府と医療関係団体の意見交換会に出席
	 20日	 �四病協と全国自治体病院協議会と合同で立ち上げた「新

型コロナウイルス感染症患者受入病床確保対策会議」
が初会合

	 22日	 �中川会長、河野太郎ワクチン担当大臣にワクチン接種
への全面協力を約束

	 2月2日	 �政府が栃木県を除き、「緊急事態宣言」を3月7日まで
延長することを決定

	 3日	 �「新型コロナウイルス感染症患者受入病床確保対策会
議」で取りまとめた「新型コロナウイルス感染症患者
の病床確保等に向けた具体的方策」を記者会見で公表

	 	 �新型コロナウイルス対策特別措置法・感染症法の改正
案が成立

新型コロナウイルス感染症に関する最新の情報は下記のサイト等をご参照願います。
■ 日本医師会　https://www.med.or.jp/people/info/people_info/009162.html
■ 厚生労働省　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html
■ 国立感染症研究所 
� https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/9324-2019-ncov.html
■ 日本医師会COVID-19有識者会議　https://www.covid19-jma-medical-expert-meeting.jp/
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ワクチン接種─円滑な接種遂行のため、会員の先生方のご協力を─ � 2
新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取り扱い � 3

新型コロナウイルス感染症患者の病床確保に向けて � 4～ 5
新型コロナウイルス感染症に関する医療機関向け補助制度 � 6
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新型コロナウイルスワクチンに対する国民の期待が高まっていますが、わが国で
はこれほどまでに大規模な予防接種を実施した経験がありません。接種を希望する
方が安心して全国どこでも速やかに予防接種を受けられるよう、接種体制を構築し
なければなりません。
接種体制の構築のためには、全国各地域で自治体、医師会、医療機関の状況はそ
れぞれ異なるため、全国一律ではなく、自治体と地域の医師会が協議しながら、地
域の実情に応じて、柔軟に整えていくことが重要です。会員の先生方のご協力をお
願いいたします。

（1）ワクチンの種類、配送、接種順位等

政府は、全国民分の新型コロナウイルスワクチンを確保するとしており、予防接
種法の臨時接種の特例に位置付けられ、接種費用は国が負担します。
日本では、当面、ファイザー、モデルナ、アストラゼネカ３社のワクチンが接種
可能となる見通しですが、ワクチンによってはこれまでと異なる流通方法、保管方
法が必要です。また、いずれのワクチンも筋肉注射で2回接種とされています。
まずはファイザー社製のワクチンが供給される予定であり、接種医療機関は同社
のワクチンに対する接種体制の構築が求められますが、今後、他社製のワクチンが
導入された場合には改めて接種体制を検討する必要もあります。
ワクチンの配送は、現場の医療機関を熟知している医薬品卸売業の関係者との連
携と協力が不可欠です。このことから、2月2日に日本医薬品卸売業連合会とワク
チン移送の準備状況について情報共有と意見交換を行
い、今後更に連携を強化することで一致しました。
接種の優先順位は、医療従事者等、続いて高齢者、
基礎疾患がある方などの順で厚生労働省から示されて
います。高齢者施設の従事者については、高齢者に対
する接種と同時期に接種を開始する方針が示されてい
ますが、医療機関と関連する施設では、医療従事者等
と同時期の接種が可能です。
医療従事者等は基本型接種施設及び連携型接種施
設、あるいは都道府県、市町村または医師会等の医療
関係団体が設置する接種会場で接種を受けることにな
ります。
医療従事者とその他の方の接種体制は異なり、医療
従事者に対する接種体制が住民接種にも応用できると
しても、医療従事者に対する最適な接種体制と住民接
種の体制の構築は別に検討することが求められます。
住民接種は、原則、居住地の市町村で接種を受ける
こととしていますが、やむを得ない事情がある場合に
は、居住地以外の市町村で接種を受けることもできま
す。
ワクチン接種には「集団的接種」と「個別接種」が
あります。「集団的接種」は特設会場や病院、個別接
種は診療所、病院などで実施されます。地域の実情に
応じて適切に組み合わせた柔軟な体制の構築が必要で
す。
また、「集団的接種」の会場における接種体制のた
めには、多くの医師の関与が必要であり、新型コロナ
ウイルス感染症に対する医療と、コロナ以外の医療へ
の影響を少なくする取り組みが求められます。
住民接種は、普段の健康状態を把握しているかかり
つけ医で安心して接種を受けられることが重要です。
日本医師会は、かかりつけ医がかかりつけの患者さん
への個別接種が容易に実施できるよう、国に接種体制
整備のための財政支援とワクチンの安定供給を要請し
ています。

（2）接種費用の請求、医療機関での業務フロー

接種費用の請求については、接種を受けた方の居住
地の市町村に対して行うこととなりますが、居住地以
外の医療機関で接種を受けた場合の支払い事務手続き
は国民健康保険団体連合会（国保連）が代行すること
としています。
このため、居住地以外で接種した場合の接種費用の
請求と支払いの仕組みとして、日本医師会と全国知事
会との間で集合契約を締結し、接種医療機関は、この
集合契約に参加することとなります（図1）。
接種事業へ参加するための具体的な手続きについて
は、ワクチン接種契約受付システム〔ワクチン接種円
滑化システム（以下、V-SYS）の機能の一つ〕に必
要事項を入力して委任状を作成し、取りまとめ団体（ご
所属の郡市区医師会）にご提出頂きます。各医療機関

からの委任状を受け取った郡市区医師会は再委任状を各都道府県医師会に提出、都
道府県医師会が再々委任状を日本医師会に提出することで集合契約への参加が完了
します（図2）。
医療機関がワクチンを入手するためには、自院で接種が可能な量等をV-SYSに

登録し、その情報を踏まえて、市町村が医療機関へのワクチン分配量を割り当てます。
住民には居住地の自治体から接種券（クーポン券）が送付されます。接種を希望
する方はV-SYSの公開サイト上で、医療機関リストや接種可能なワクチンの種類
を確認し、医療機関に予約をして接種を受けることになります。
実際に接種を行う際には、接種場所にかかわらず、接種対象者の予診と接種不適
当者、要注意者の選別をしっかり行うことも重要です。
副反応については、国内外の臨床試験等でどのようなものが起こり得るかの確認
が行われているところですが、ワクチン接種と因果関係が明確でないものも含めて、
接種部位の痛みや、頭痛･倦怠感･筋肉痛等の有害な事象が見られたことが論文等
で発表されています。
既に接種が開始されている国では、まれな頻度でアナフィラキシー（急性アレル
ギー反応）が報告されています。
なお、新型コロナワクチンの接種についても、健康被害が生じた場合には、予防
接種法に基づく救済の対象となります。
また、ワクチン接種の進捗状況や有効性・安全性の検証のために接種記録を迅速
に収集することが重要となりますので、この点に関してもご協力をお願いします。

ワクチン接種─円滑な接種遂行のため、会員の先生方のご協力を─
※掲載の情報は2月10日現在のものです。最新の情報は日本医師会ホームページ等でご確認願います。

接種実施の委託先 委託元（委託を行う側） 支払の委託先

実
施
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図1　新型コロナワクチンの接種実施等に関する委託の集合契約（イメージ）

●新型コロナウイルスワクチンの接種実施に係る委託契約
□委託元である市町村は都道府県に契約を委任し、都道府県は全国知事会に再委任する。
□委託先となる実施機関は、それぞれが所属する郡市区医師会等の取りまとめ団体に契約を委任し、取りまとめ団体は日本
医師会に再委任する。なお、取りまとめ団体のいずれにも所属しない実施機関は市町村に委任し、市町村は都道府県に再
委任する。
□契約の締結について委任を受けた全国知事会と、日本医師会及び都道府県がそれぞれ集合契約を行う。
●新型コロナウイルスワクチンの接種費用の支払に係る委託契約については、市町村は都道府県に契約を委
任し、委任を受けた都道府県と国保連が契約を行う。

＜契約に参加する
実施機関の情報＞

●集合契約に参加する実施機関
の情報については、委任先が
リスト化し、再委任先に提出
し、集約する。

●集約された情報（一覧表）を厚
生労働省のHP等に掲載する。

再委任

医
療
機
関

①入力

②PDF
　出力

図2　ワクチン接種を実施するまでの医療機関の業務フローの概要
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昼夜の別なく懸命に治療を行っている医療機関を支えるため、日本医師会では新
型コロナウイルス感染症患者の増加に対応可能な医療提供体制の構築に向け、新型
コロナウイルス感染症患者の外来診療及び入院管理について「新型コロナウイルス
感染症緊急経済対策」等を踏まえた診療報酬上の特例的な対応について、その都度、
国と協議し、以下に示すような手当が実現しました。

日本医師会では今後も崩壊が進みつつある医療提供体制の立て直しの一助となる
よう、更なる支援を引き続き主張して参ります。

なお、2021年度には薬価改定が実施されます。日本医師会では新型コロナウイ
ルス感染症を踏まえた医療機関等の経営影響の観点から、医療現場全体への影響が
最小限になるよう配慮を求めてきましたが、大規模な薬価改定とされたことは誠に
遺憾です。しかし、今回、薬価引き下げ財源の一部を活用して、4月1日より、初診・
再診：1回当たり5点、入院：入院料 によらず1日当たり10点を加算するなどの特
例的な対応が示されました。これは政府が、国民の暮らしを支えている医療機関が
街から消滅するという危機が差し迫っている状況にあり、緊急事態であると判断し
たため、行われるものです。全国の医療現場で奮闘されている医療従事者の方々に
力強いエールになればと考えています。

外来診療に係る診療報酬上の臨時的取り扱い
■外来における対応（令和2年4月8日～）

・�新型コロナウイルス感染症が疑われる患者に、必要な感染予防策を講じた上で
実施される外来診療について、院内トリアージ実施料：300点／回を算定する。

■外来における小児診療等に係る評価（令和2年12月15日～）
・�6歳未満の乳幼児に対して、小児特有の感染予防策（※）を講じた上で外来診

療を実施した場合、初再診、診療科にかかわらず患者ごとに100点を算定する。
【令和3年10月からは50点（令和3年10月以降の措置は感染状況や地域医療の
実態等を踏まえて柔軟に対応）】

・�初診料、再診料、外来診療料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料に加
えて算定する。
※「小児の外来診療におけるコロナウイルス感染症2019（COVID-19）診療指針」を

参考に感染予防策を講じた上で、保護者に説明し、同意を得ること
■「診療・検査医療機関」の診療時間に関する取り扱い（令和2年10月30日～）

・�保険医療機関が「診療・検査医療機関」として、保険医療機関が表示する診療
時間を超えて発熱患者等の診療を実施する等、保険医療機関における診療時間
の変更を要する場合であっても、「診療・検査医療機関」として指定される以
前より表示していた診療時間を、当該保険医療機関における診療時間とみなし
て差し支えない。

　→�「診療・検査医療機関」として指定される以前より表示していた診療時間を
超えた場合は時間外とみなされ、診療応需体制にあっても時間外加算を算定
できる。

・�「診療・検査医療機関」において、発熱患者等の診療を、休日または深夜に実
施する場合に、当該保険医療機関を「救急医療対策の整備事業について」に規
定された保険医療機関または地方自治体等の実施する救急医療対策事業の一環
として位置付けられている保険医療機関とみなし、休日加算または深夜加算に
ついて、各々の要件を満たせば算定できる。

　→�「診療・検査医療機関」は、休日加算・深夜加算が算定可能な医療機関とみ
なされる。

・�保険医療機関が「診療・検査医療機関」として、当該保険医療機関が表示する
診療時間以外の時間において発熱患者等の診療等を実施する場合、初診料の加
算（注7～ 9）、再診料の加算（注5～ 7）、外来診療料の加算（注8、9）につ
いては各々の要件を満たせば算定できる。

初診料の時間外加算等 再診料の時間外加算等 外来診療料の時間外加算等

注7	 時間外：85点（200点）
	 休日 ：250点（365点）
	 深夜 ：480点（695点）
	 時間外特例：230点（345点）
※カッコ内は6歳未満の乳幼児

注5	 時間外：65点（135点）
	 休日  ：190点（260点）
	 深夜  ：420点（590点）
	 時間外特例：180点（250点）
※カッコ内は6歳未満の乳幼児

注8	 時間外：65点（135点）
	 休日  ：190点（260点）
	 深夜  ：420点（590点）
	 時間外特例：180点（250点）
※カッコ内は6歳未満の乳幼児

注8	 小児科特例加算
	 夜間：200点
	 休日：365点
	 深夜：695点

注6	 小児科特例加算
	 夜間：135点
	 休日：260点
	 深夜：590点

注9	 小児科特例加算
	 夜間：135点
	 休日：260点
	 深夜：590点

注9	 夜間・早朝等加算：50点 注7	 夜間・早朝等加算：50点

入院診療に係る診療報酬上の臨時的取り扱い
■令和2年4月8日～

○�入院を要する新型コロナウイルス感染症患者に、必要な感染予防策を講じた上
で実施される診療を評価し、救急医療管理加算（950点/日、特例的に、14日
間まで算定可能）、二類感染症入院診療加算（250点/日）を算定できること
とした。

■令和2年4月18日～
○�重症の新型コロナウイルス感染症患者（※1）について、特定集中治療室管理

料等を算定する病棟（※）に入院している場合の評価を2倍に引き上げた。

※救命救急入院料、特定集中治療室管理料、ハイケアユニット入院医療管理料、脳
卒中ケアユニット入院医療管理料、小児特定集中治療室管理料、新生児特定集中
治療室管理料、総合周産期特定集中治療室管理料、新生児治療回復室入院医療管
理料

○�中等症の新型コロナウイルス感染症患者（※2）について、救急医療管理加算
の2倍相当（1,900点）の加算を算定できることとした。

○�医療従事者の感染リスクを伴う診療を評価し、人員配置に応じ、二類感染症患
者入院診療加算に相当する加算を2～ 4倍算定できることとした。
※1　ECMO（対外式心肺補助）や人工呼吸器による管理等、呼吸器を中心とした多

臓器不全に対する管理を要する患者
※2　酸素療法が必要な患者

■令和2年5月26日～
○�重症及び中等症の新型コロナウイルス感染症患者について、専用病床の確保な

どを行った上で受け入れた場合、2倍に引き上げた評価（※）を更に3倍に引
き上げた。また、中等症患者のうち、継続的な診療が必要な場合には、救急医
療管理加算の3倍相当の加算について、15日目以降も算定できることとした。
※例　�重症患者：特定集中治療室管理料3（平時）9,697点　→　臨時特例（2倍）

19,394点　→　更なる見直し（3倍）29,091点
　　　�中等症患者：救急医療管理加算（平時）950点　→　臨時特例（2倍）1,900点　→　

更なる見直し（3倍）2,850点
〇�診療報酬上の重症の新型コロナウイルス感染症患者の対象範囲について、医学
的な見地からICU等における管理が必要な患者を、中等症の新型コロナ患者
の対象範囲について、入院管理が必要な患者をそれぞれ追加した。

○�新型コロナウイルス感染症の疑似症として入院措置がなされている期間は、今
般の感染症患者に対する特例的な取り扱いの対象となることを明確化した。

■令和2年8月31日～
○�緊急事態宣言の期間については、外出自粛要請等による患者の受療行動の変化

等の理由により、定数超過入院や看護配置等の施設基準を満たすことができな
くなる可能性を鑑み、全ての医療機関を「新型コロナウイルス感染症患者等を
受け入れた医療機関」に該当するものとみなすこととした。

■令和2年9月15日～
○�呼吸不全管理を要する中等症以上の新型コロナウイルス感染症入院患者の診療

について、3倍相当の救急医療管理加算を更に5倍：4,750点に引き上げた。
■令和2年12月15日～

○�新型コロナウイルス感染症から回復した後、引き続き入院管理が必要な患者を
受け入れた医療機関において、必要な感染予防策を講じた上で入院診療を行っ
た場合の評価（※）を3倍：750点に引き上げた。
※�これまでの臨時特例　二類感染症患者入院診療加算（1倍）250点　→　今回の見

直し（3倍）750点
■令和3年1月8日～

○�地域包括ケア病棟入院料等の特定入院料を算定する病棟に新型コロナウイルス
感染症患者を受け入れた場合、医療法上の病床種別と当該特定入院料が施設基
準上求めている看護配置等により算定する入院基本料を判断の上、当該入院基
本料を算定できることを明確化した。

■令和3年1月13日
○�都道府県から受入病床として割り当てられた療養病床は一般病床とみなし、病

床確保料の対象とでき、新型コロナウイルス感染症患者を受け入れた場合、一
般病棟入院基本料のうち特別入院科を算定できる旨を明確化した。
※�検査・治療に係る費用について出来高で算定可能、中等症患者に係る救急医療管

理加算の特例算定（3倍）2,850点等が算定可能
■令和3年1月22日～

○�新型コロナウイルス感染症から回復した後、引き続き入院管理が必要な患者を
受け入れた医療機関において、救急医療管理加算（950点/日、最大90日間ま
で算定可能）を算定できることとした。

各医療機関における感染症対策に係る評価 （令和3年4月1日～）

○�新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、全ての患者の診療に対して感染予防
策に係る評価として、初診・再診について1回当たり5点を加算、入院につい
ては入院料によらず1日当たり10点を加算できることとした【令和3年9月末
まで（令和3年10月以降の措置は感染状況や地域医療の実態等を踏まえて柔軟
に対応）】。
※�「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き・第4版」等を参考に、
　　・�すべての患者の診療において、状況に応じて必要な個人防護服を着用した上で、

感染防止に十分配慮して患者への対応を実施する
　　・�新型コロナウイルス感染症の感染予防策に関する職員研修を行う
　　・�病室や施設等の運用について、感染防止に資するよう、変更等に係る検討を

行う
　　等の感染予防策を講じる。

☆詳細については後日通知にて周知予定

新型コロナウイルス感染症に係る主な診療報酬上の臨時的な取り扱い
（令和3年2月10日現在）　
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新型コロナウイルス感染症
患者の病床確保に向けて

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

感
染
拡
大
に
よ
り
、
患
者
を
受
け
入

れ
る
病
床
が
逼ひ

っ
ぱ
く迫

し
て
い
ま
す
。
必

要
な
時
に
適
切
な
医
療
を
提
供
で
き

な
い
、
適
切
な
医
療
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
な
い
「
医
療
崩
壊
」
を
迅
速

に
解
消
し
、
必
要
な
時
に
医
療
自
体

を
提
供
で
き
な
い
、
医
療
自
体
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
な
い「
医
療
壊
滅
」

を
阻
止
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

日
本
医
師
会
は
、「
政
府
と
医
療

関
係
団
体
と
の
意
見
交
換
会
」（
本

年
１
月
14
日
開
催
）
に
お
い
て
、
菅

義
偉
内
閣
総
理
大
臣
に
「
助
か
る
命

を
助
け
る
た
め
に
も
、
医
療
界
が
一

丸
と
な
り
、
こ
の
有
事
に
究
極
の
臨

戦
態
勢
で
対
応
し
て
い
く
。
そ
の
た

め
、
病
院
団
体
と
共
に
、
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
患
者
を
受
け
入

れ
る
病
床
を
確
保
す
る
た
め
の
対
策

組
織
を
新
た
に
設
置
し
、
可
能
な
医

療
機
関
は
躊ち

ゅ
う
ち
ょ躇

な
く
、
患
者
さ
ん
を

受
け
入
れ
る
べ
く
努
力
を
し
て
い

く
」
と
の
決
意
を
表
明
し
ま
し
た
。

そ
の
具
現
化
と
し
て
、
四
病
院
団

体
協
議
会
（
日
本
病
院
会
、
全
日
本

病
院
協
会
、
日
本
医
療
法
人
協
会
、

日
本
精
神
科
病
院
協
会
）
並
び
に
全

国
自
治
体
病
院
協
議
会
と
共
に
立
ち

上
げ
た
の
が
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
患
者
受
入
病
床
確
保
対
策

会
議
」
で
す
。
こ
の
会
議
で
、
２
月

３
日
、「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
患
者
の
病
床
確
保
等
に
向
け
た

具
体
的
方
策
」
を
取
り
ま
と
め
ま
し

た
。
更
に
、
こ
れ
を
踏
ま
え
た
地
域

の
医
師
・
看
護
師
等
の
派
遣
、
地
域

の
医
療
機
関
で
の
患
者
受
入
策
を
お

示
し
し
て
い
ま
す
。

こ
こ
で
大
切
な
の
は
、
各
地
域
で

の
受
入
病
床
の
確
保
は
、
各
地
域
の

実
情
に
応
じ
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
と
い
う
こ
と
で
す
。
各
地
で

は
、
こ
れ
ま
で
も
地
域
の
実
情
に
応

じ
な
が
ら
平
時
か
ら
の
連
携
を
最
大

限
に
生
か
し
、
患
者
の
受
け
入
れ
や

地
域
で
の
各
病
院
・
診
療
所
の
役
割

分
担
に
努
め
て
お
ら
れ
ま
す
。

同
会
議
で
は
、
そ
う
し
た
既
存
の

連
携
体
制
を
積
極
的
に
支
え
、
必
要

が
あ
れ
ば
そ
の
強
化
策
を
お
示
し
し

て
、
全
国
的
な
受
入
病
床
の
確
保
、

充
実
を
進
め
て
参
り
ま
す
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
患
者
の
病
床
確
保
等
に
向

け
た
具
体
的
方
策

１
．
都
道
府
県
医
師
会
、
都
道
府
県

病
院
団
体
及
び
支
部
に
よ
る
協
議
会

の
立
ち
上
げ

都
道
府
県
医
師
会
、
都
道
府
県
病

院
団
体
及
び
支
部
が
連
携
し
て
協
議

会
（
以
下
、
協
議
会
）
を
立
ち
上
げ
、

都
道
府
県
行
政
と
の
間
で
緊
密
な
連

携
を
取
る
。
既
に
連
携
体
制
が
構
築

さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
そ
れ
を
尊
重

し
、
支
援
に
努
め
る
。

２
．
協
議
会
に
よ
る
情
報
共
有
の
仕

組
み
の
構
築
・
活
用

協
議
会
は
、
患
者
発
生
状
況
、
病

床
や
宿
泊
療
養
施
設
の
使
用
率
、
不

足
す
る
医
療
機
材
、
病
床
確
保
、
感

染
防
止
や
医
師
等
の
派
遣
に
関
す
る

財
政
支
援
策
（
国
庫
補
助
事
業
、
地

方
単
独
事
業
）、
関
係
法
令
上
・
診

療
報
酬
上
の
取
り
扱
い
に
関
す
る
情

報
を
随
時
発
信
し
、
必
要
な
調
整
・

連
絡
を
図
る
。

３
．
受
入
病
床
の
確
保
策

協
議
会
も
し
く
は
地
域
医
療
構
想

調
整
会
議
等
に
て
都
道
府
県
調
整
本

部
等
と
連
携
し
、
受
入
病
床
の
確
保

を
行
う
。
併
せ
て
、
情
報
提
供
及
び

６
．
に
掲
げ
る
対
策
を
実
施
す
る
。

（
１
）
新
規
に
入
院
加
療
を
要
す

る
患
者
の
受
け
入
れ
を
行
う
病
院

（
２
）
既
に
患
者
を
受
け
入
れ
て

い
る
病
院
で
あ
っ
て
、
増
床
や
他
の

疾
患
患
者
用
病
床
の
転
用
に
よ
り
、

受
入
病
床
の
拡
大
を
行
う
病
院

４
．
後
方
支
援
病
床
の
確
保
策

急
性
期
を
過
ぎ
、
引
き
続
き
入
院

加
療
を
要
す
る
患
者
の
転
院
に
つ
い

て
は
、
協
議
会
も
し
く
は
地
域
医
療

構
想
調
整
会
議
等
に
お
い
て
、
転
出

希
望
病
院
と
転
入
可
能
医
療
機
関
の

組
み
合
わ
せ
の
決
定（
マ
ッ
チ
ン
グ
）

を
行
う
。

併
せ
て
、
転
入
可
能
医
療
機
関
と

な
る
病
院
に
対
し
、
退
院
基
準
の
周

知
徹
底
及
び
そ
の
理
解
促
進
を
図
る
。

受
入
病
床
、
後
方
支
援
病
床
の
確

保
は
緊
急
性
が
あ
る
た
め
、
協
議
会

は
Ｗ
Ｅ
Ｂ
等
を
活
用
し
、
頻
回
か
つ

で
き
る
だ
け
多
く
の
病
院
が
参
加
で

き
る
よ
う
に
工
夫
す
る
。

５
．
宿
泊
療
養
施
設
や
自
宅
療
養
の

拡
充行

政
か
ら
地
域
医
師
会
へ
の
健
康

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
業
務
委
託
を
推
進

し
、
医
師
・
看
護
師
・
事
務
職
等
の

派
遣
を
行
う
。

６
．
地
域
の
医
師
・
看
護
師
等
の
派

遣
等
に
よ
る
対
策

協
議
会
は
、
他
都
道
府
県
の
事
例

紹
介
、
地
域
の
医
師
・
看
護
師
等
の

派
遣
を
行
う
。派
遣
に
当
た
っ
て
は
、

地
域
の
実
情
に
応
じ
て
、
日
本
医
師

会
災
害
医
療
チ
ー
ム
（
Ｊ
Ｍ
Ａ
Ｔ
）、

災
害
派
遣
精
神
医
療
チ
ー
ム
（
Ｄ
Ｐ

Ａ
Ｔ
）、
全
日
本
病
院
協
会
災
害
時

医
療
支
援
活
動
班
（
Ａ
Ｍ
Ａ
Ｔ
）
等

の
枠
組
み
を
活
用
す
る
。
ま
た
、
新

規
で
患
者
を
受
け
入
れ
る
病
院
へ
の

技
術
指
導
員
の
派
遣
、
受
入
病
院
か

ら
の
患
者
引
き
受
け
等
、
必
要
な
対

策
を
立
案
・
実
行
す
る
。

地
域
の
医
師
・
看
護
師
等
の

派
遣
、
地
域
の
医
療
機
関
で

の
患
者
受
入
策

各
地
で
行
わ
れ
て
い
る
、
医
師
会

や
病
院
団
体
等
に
よ
る
さ
ま
ざ
ま
な

取
り
組
み
の
参
考
と
し
て
、
前
述
の

「
具
体
的
方
策
」の「
６
．
地
域
の
医

師
・
看
護
師
等
の
派
遣
等
に
よ
る
対

策
」の
例
を
示
す（
本
稿
で
は
上
記
具

体
的
方
策
と
の
重
複
部
分
を
除
く
）。

１
．
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

患
者
受
入
病
院
に
対
す
る
支
援

（
１
）
受
入
病
院
の
外
来
診
療
部

門
へ
の
派
遣

（
２
）
─
１　

地
域
の
医
療
機
関

に
よ
る
受
入
病
院
に
対
す
る
医
師
や

看
護
師
等
の
派
遣

（
２
）
─
２　

そ
の
派
遣
元
医
療

機
関
に
対
す
る
地
域
の
医
師
・
看
護

師
等
の
派
遣

２
．
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

患
者
受
入
病
院
か
ら
の
他
疾
患
患
者

の
引
き
受
け

（
１
）
受
入
病
院
よ
り
、
他
疾
患

の
入
院
患
者
を
引
き
受
け
る
地
域
の

医
療
機
関
を
確
保
す
る
（
転
院
先
医

療
機
関
）。
ま
た
、
当
該
患
者
の
担

当
医
師
等
が
そ
の
医
療
機
関
に
出
向

き
手
術
・
術
後
管
理
等
を
行
う

（
２
）
転
院
先
医
療
機
関
に
対
し
、

地
域
の
医
師
・
看
護
師
等
を
派
遣
す

る（
３
）
受
入
病
院
の
他
疾
患
の
外

来
患
者
を
地
域
の
医
療
機
関
で
引
き

受
け
る

３
．
後
方
支
援
病
床
の
確
保
（
図
１
）

（
１
）
急
性
期
を
過
ぎ
、
引
き
続

き
入
院
加
療
を
要
す
る
患
者
を
引
き

受
け
る
医
療
機
関
（
後
方
支
援
医
療

機
関
）
を
確
保
す
る

（
２
）
後
方
支
援
医
療
機
関
に
対

し
、
地
域
の
医
師
・
看
護
師
等
を
派

遣
す
る

４
．
宿
泊
療
養
、
自
宅
療
養
（
自
宅

待
機
患
者
対
応
）
の
拡
充
（
図
２
）

（
１
）
宿
泊
療
養
施
設
や
自
宅
療

養
（
自
宅
待
機
患
者
を
含
む
）
の
拡

充
の
た
め
、
行
政
か
ら
地
域
医
師
会

へ
の
健
康
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
業
務
委

託
を
推
進
す
る
。
そ
の
際
は
、
健
康

観
察
や
診
療
に
、
電
話
や
オ
ン
ラ
イ

ン
を
活
用
す
る

（
２
）
宿
泊
療
養
施
設
に
は
、
地

域
の
医
師
・
看
護
師
等
の
派
遣
を
行

う（
３
）
自
宅
療
養
の
健
康
フ
ォ
ロ

ー
ア
ッ
プ
業
務
は
、
入
院
・
宿
泊
療

養
施
設
入
所
へ
の
自
宅
待
機
中
の
患

者
も
対
象
と
す
る
た
め
、
パ
ル
ス
オ

キ
シ
メ
ー
タ
ー
等
に
よ
り
健
康
フ
ォ

ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
い
、
必
要
に
応
じ

て
往
診
も
行
う

※
（
１
）
～
（
３
）
ま
で
、
特
に

自
宅
療
養
に
つ
い
て
、
同
様
の
こ
と

が
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
の
基
本
的
対
処
方
針
」（
令
和

３
年
２
月
２
日
変
更
）
に
示
さ
れ
て

い
ま
す
。

５
．
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

患
者
の
外
来
診
療
に
関
す
る
研
修

次
の
感
染
拡
大
に
備
え
、
外
来
診

療
を
担
う
地
域
の
医
師
等
へ
の
研
修

を
推
進
す
る
。
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る
地
域
に
お
け
る
更
な
る
受
入
病
床

の
確
保
を
、
１
月
29
日
に
は
回
復
患

者
の
受
入
後
方
医
療
機
関
の
確
保
に

つ
い
て
、
退
院
基
準
の
周
知
徹
底
及

び
理
解
促
進
が
喫
緊
の
課
題
と
し

て
、
各
地
域
の
関
係
医
療
機
関
へ
の

退
院
基
準
の
早
急
な
再
周
知
及
び
病

院
団
体
等
と
の
連
携
を
、
都
道
府
県

医
師
会
に
そ
れ
ぞ
れ
依
頼
し
ま
し
た
。

２
．宿
泊
療
養
施
設
、自
宅
療
養（
自

宅
待
機
患
者
対
応
）
の
拡
充

受
入
病
床
の
確
保
に
は
、
軽
症
患

者
や
無
症
状
者
を
受
け
入
れ
る
宿
泊

療
養
・
自
宅
療
養
の
体
制
も
重
要
で

す
。
日
本
医
師
会
で
は
、
昨
年
４
月

に
厚
生
労
働
省
と
連
携
し
て
行
政
か

ら
地
域
医
師
会
へ
の
自
宅
療
養
の
健

康
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
業
務
の
委
託
契

約
書
の
ひ
な
形
や
そ
の
説
明
資
料
を

作
成
し
ま
し
た
。

ま
た
、
入
院
や
宿
泊
療
養
施
設
へ

の
入
所
を
自
宅
で
待
機
す
る
患
者
の

増
加
に
対
し
、
自
宅
療
養
に
お
け
る

健
康
観
察
の
際
の
パ
ル
ス
オ
キ
シ
メ

ー
タ
ー
活
用
の
重
要
性
を
訴
え
、
厚

労
省
も
同
趣
旨
の
事
務
連
絡
を
発
出

し
て
い
ま
す
。酸
素
飽
和
度（SpO

2

）

の
見
方〔
動
脈
血
酸
素
分
圧（PaO

2

）

の
換
算
、
重
症
度
分
類
等
〕
な
ど
に

つ
い
て
、
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
業
務
の

従
事
者
へ
の
周
知
も
必
要
で
す
。

３
．
受
入
病
院
、
後
方
支
援
医
療
機

関
、
宿
泊
療
養
施
設
・
自
宅
へ
の
出

務
の
環
境
整
備

図1　地域の医師・看護師等の派遣、地域の医療機関での患者受入策
3．後方支援病床の確保

新型コロナウイルス感染症
（疑い）患者受入病院

「協議会」による新規の受入病院、
受入拡大病院の確保

急性期を過ぎ、
引き続き入院加療を
要する患者の引き受け

地域の
医療機関

地域の医療機関
（後方支援医療機関）

連
携

医
師
等
の
派
遣

協議会
都道府県医師会・
病院団体及び支部

都道府県行政、
保健所等
都道府県調整本部

退院基準の周知
徹底、理解促進

連
携

協議会
都道府県医師会・
病院団体及び支部

都道府県行政、
保健所等
都道府県調整本部

地域の医療機関
地域の医師、看護師など

自宅療養
自宅待機宿泊療養

健康フォローアップ、診療（電話、オンライン）
パルスオキシメーター等で症状増悪の前兆を覚知、早期対応
急変時は、搬送指示、診療・往診

図2　地域の医師・看護師等の派遣、地域の医療機関での患者受入策
4．宿泊療養、自宅療養（自宅待機患者対応）の拡充

新型コロナウイルス感染症
（疑い）患者受入病院

日
本
医
師
会
の
施
策

１
．
受
入
病
床
確
保
の
要
請
、
退
院

基
準
の
周
知
徹
底
と
理
解
促
進

昨
年
４
月
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
対
策
に
お
け
る
医
師
会
の

救
急
・
周
産
期
医
療
提
供
体
制
の
考

え
方
と
し
て
、
都
道
府
県
医
師
会
に

対
し
、
都
道
府
県
の
会
議
体
や
都
道

府
県
調
整
本
部
へ
の
参
画
や
活
性
化

の
主
体
的
な
役
割
、
地
域
／
都
道
府

県
域
／
広
域
の
搬
送
・
入
院
調
整
等

の
救
急
・
周
産
期
医
療
対
応
に
つ
き

対
応
を
要
請
し
ま
し
た
。

ま
た
、
令
和
３
年
１
月
８
日
に
行

政
と
連
携
し
て
病
床
が
逼
迫
し
て
い

日
本
医
師
会
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
対
応
し
た

“CO
V

ID
-19 JM

A
T

”
と
し
て
、

昨
年
２
月
の
ダ
イ
ア
モ
ン
ド
プ
リ
ン

セ
ス
号
へ
の
派
遣
以
来
、
こ
れ
ま
で

約
３
万
人
の
医
師
や
看
護
師
等
に
宿

泊
療
養
施
設
、
地
域
外
来
・
検
査
セ

ン
タ
ー
に
出
務
し
て
頂
き
ま
し
た
。災

害
対
応
の
チ
ー
ム
を
感
染
症
対
策
に

適
用
す
る
こ
と
は
難
し
い
面
も
あ
り

ま
す
が
、Ｊ
Ｍ
Ａ
Ｔ
、Ｄ
Ｐ
Ａ
Ｔ
や
Ａ

Ｍ
Ａ
Ｔ
の
派
遣
ス
キ
ー
ム
は
、
そ
れ

ぞ
れ
の
機
能
や
役
割
に
応
じ
、
受
入

病
院
や
後
方
支
援
医
療
機
関
、
あ
る

い
は
宿
泊
療
養
・
自
宅
療
養
（
往
診

等
）
へ
の
派
遣
に
活
用
で
き
る
イ
ン

フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
と
言
え
ま
す
。

そ
し
て
、
地
域
の
医
師
・
看
護
師

等
に
少
し
で
も
安
心
し
て
出
務
し
て

頂
く
た
め
に
は
、
そ
の
補
償
を
充
実

さ
せ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

そ
こ
で
、
従
来
の
「CO

V
ID

-19 
JM

A
T

保
険
」（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
に
も
適
用
さ
れ
る
傷
害

保
険
）
に
加
え
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
時
に
一
定
額

の
補
償
金
を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き

る
感
染
一
時
金
補
償
制
度
を
新
設
し

ま
す
。

更
に
、
本
年
４
月
以
降
に
は

「CO
V

ID
-19 JM

A
T

保
険
」
と
感

染
一
時
金
補
償
の
良
い
面
を
組
み
合

わ
せ
た
新
た
な
補
償
制
度
の
創
設
を

目
指
し
ま
す
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

患
者
の
病
床
確
保
に
向
け
て

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
患

者
受
入
病
床
確
保
対
策
会
議
の
「
具

体
的
方
策
」
で
は
、
都
道
府
県
医
師

会
と
都
道
府
県
病
院
団
体
及
び
支
部

か
ら
な
る
協
議
会
に
よ
っ
て
、
地
域

内
の
受
入
病
院
・
病
床
の
拡
充
や
後

方
支
援
病
床
の
確
保
を
図
っ
て
い
く

方
針
を
提
示
し
ま
し
た
。

国
に
お
い
て
も
、「
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
の
基
本
的
対

処
方
針
」
で
「
地
域
の
実
情
に
応
じ
、

（
略
）
病
床
の
確
保
を
進
め
る
こ
と
。

そ
の
際
、
地
域
の
関
係
団
体
の
協
力

の
も
と
、
地
域
の
会
議
体
を
活
用
し

て
医
療
機
能
（
重
症
者
病
床
、
中
等

症
病
床
、
回
復
患
者
の
受
け
入
れ
、

宿
泊
療
養
、
自
宅
療
養
）
に
応
じ
た

役
割
分
担
を
明
確
化
し
た
上
で
、
病

床
の
確
保
を
進
め
る
こ
と
。」
と
し
、

医
師
会
や
病
院
団
体
等
と
の
連
携
の

重
要
性
を
認
識
し
て
い
ま
す
。
受
入

病
床
や
後
方
支
援
病
床
の
確
保
な
ど

個
々
の
対
策
の
中
で
も
、
そ
う
し
た

連
携
を
重
視
し
て
い
ま
す
。

一
方
で
、
こ
の
度
の
感
染
症
法
の

改
正
に
よ
っ
て
、
都
道
府
県
等
か
ら

の
病
床
の
確
保
を
含
む
協
力
要
請
に

対
し
、
正
当
な
理
由
が
な
く
当
該
要

請
に
応
じ
な
か
っ
た
時
に
は
勧
告
や

公
表
が
で
き
る
こ
と
と
な
り
ま
し

た
。
た
だ
し
、
日
本
医
師
会
と
し
て

丁
寧
な
仕
組
み
と
す
る
よ
う
強
く
求

め
た
と
こ
ろ
、
厚
労
省
Ｑ
＆
Ａ
で
は

次
の
よ
う
に
要
請
さ
れ
て
い
ま
す
。

や
は
り
、
地
域
の
実
情
の
反
映
や
他

疾
患
患
者
へ
の
医
療
を
し
っ
か
り
と

分
担
し
て
い
る
医
療
機
関
へ
の
配
慮

も
大
切
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
ま

す
。

◦�

具
体
的
な
協
力
要
請
の
内
容
は
、

地
域
の
実
情
に
応
じ
、
各
都
道
府

県
等
に
お
い
て
ご
判
断
頂
く
こ
と

と
な
り
ま
す
が
、
病
床
の
確
保
に

お
い
て
は
、
ま
ず
は
法
律
に
基
づ

く
要
請
を
行
う
前
に
、
救
命
救
急

医
療
や
他
の
一
般
診
療
へ
の
影
響

な
ど
に
十
分
に
配
慮
す
る
と
と
も

に
、
地
域
の
医
療
機
関
等
の
関
係

者
間
で
の
話
し
合
い
に
基
づ
く
調

整
を
行
っ
て
頂
く
よ
う
お
願
い
し

ま
す
。

◦�

勧
告
・
公
表
の
是
非
を
判
断
す
る

に
当
た
っ
て
は
、
医
療
機
関
等
の

事
情
も
考
慮
し
、
慎
重
に
行
う
こ

と
と
し
、
例
え
ば
、
協
力
要
請
事

項
に
つ
い
て
都
道
府
県
医
療
審
議

会
等
の
関
係
者
の
会
議
体
に
よ

り
、
事
前
に
（
緊
急
時
で
や
む
を

得
な
い
場
合
は
事
後
に
）、勧
告
・

公
表
に
係
る
対
応
に
つ
い
て
当
該

会
議
体
か
ら
意
見
を
聴
取
す
る
な

ど
、
手
続
き
の
透
明
性
を
確
保
す

る
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対

策
患
者
の
受
入
病
床
の
確
保
は
、
地

域
の
努
力
だ
け
に
依
存
し
て
は
な
り

ま
せ
ん
。
補
助
事
業
の
創
設
、
診
療

報
酬
上
の
臨
時
的
な
取
り
扱
い
や
法

令
の
柔
軟
な
運
用
な
ど
の
さ
ま
ざ
ま

な
支
援
が
必
要
で
あ
り
、
国
も
施
策

を
講
じ
て
い
ま
す
が
、
地
域
で
は
十

分
に
認
知
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
今
号

を
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

特
集
」
と
し
た
の
は
、
国
の
支
援
策

を
周
知
す
る
た
め
で
も
あ
り
ま
す
。

そ
し
て
何
よ
り
、ワ
ク
チ
ン
接
種
、

発
熱
外
来
や
医
師
が
必
要
と
認
め
た

時
に
検
査
を
行
う
こ
と
の
で
き
る
体

制
の
充
実
に
よ
り
感
染
拡
大
を
防
止

す
る
こ
と
こ
そ
が
、
入
院
が
必
要
な

患
者
の
増
加
を
抑
え
る
こ
と
に
つ
な

が
り
、
最
大
の
病
床
確
保
策
と
言
え

ま
す
。

日
本
医
師
会
は
今
後
も
、
地
域
住

民
に
寄
り
添
う
診
療
所
や
中
小
病
院
、

か
か
り
つ
け
医
を
お
支
え
す
る
と
と

も
に
、あ
ら
ゆ
る
ア
プ
ロ
ー
チ
で
、受

入
病
床
確
保
を
図
っ
て
参
り
ま
す
。
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新型コロナウイルス感染症にさまざまな形で対応する医療機関に対して各種の補
助が手当されています。ここでは主な補助制度をご紹介します。

（1）医療機関・薬局等における感染拡大防止等の支援
令和2年4月1日から令和3年3月31日までに掛かる費用が対象です。無床診療所

100万円、有床診療所200万円、病院200万円＋5万円×病床数を上限として補助が行
われています。年度末が近づき受付終了済みの都道府県もありますので、まだ申請
していない方は至急都道府県にご確認下さい。
補助の対象経費は、感染拡大防止対策に要する費用だけでなく、日常診療業務に
もともと掛かっている経費も対象になり得ます。
当初は、感染防止のために新しく掛かった費用だけしか対象にならないというよ
うな運用が都道府県によっては行われていましたが、日本医師会が厚生労働省に働
き掛けた結果、診療を続けるために必要な費用については、例えば水道光熱費や通
信費、既存の診療スペースの家賃や既存の機器のリース料なども、幅広く対象にな
ることが明確になりました。このことは厚生労働省のQ&A（第13版以降）にも明
記されています。
ただし人件費については、感染対策のために増員した職員の人件費は対象になり
ますが、通常の人件費は対象になりません。
対象経費についてのこの考え方は、後述する（2）、（3）、（5）②の経費におい
ても同じです。
 照会先  �厚生労働省医政局　電話お問い合わせ窓口 

� 0120-786-577（平日9：30～ 18：00）

（2）新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医療提供体制確保支援補助金
� 令和2年度申請期限2月28日
令和2年12月15日から令和3年3月31日までに掛かる費用が対象です。1月28日
に成立した第三次補正予算で、追加の補助が行われることになりました。以下の①
と②、いずれかの補助となります。
①診療・検査医療機関の感染拡大防止等の支援

都道府県から「診療・検査医療機関」の指定を受けて、いわゆる発熱外来を行
っている医療機関が対象で、補助額は上限100万円です。ただし、後述する（3）
の補助を受けた医療機関は対象外です。
②医療機関・薬局等の感染拡大防止等の支援

無床診療所に25万円、有床診療所・病院には25万円＋5万円×病床数、保険
薬局、指定訪問看護事業者及び助産所に20万円を上限とする補助が行われます。
ただし、後述（3）の補助を受けた医療機関は、（3）で受けた補助額よりも、この第

三次補正予算の補助額の方が大きい場合にのみ、その差額分だけが補助されます。
①、②共に対象経費の考え方は前述（1）と同じです。
申請期限は2月28日となっており、令和2年度中に交付を受けるためには2月28
日までに申請して頂く必要があります。しかし、それに間に合わなくても令和3年
度の4月以降に補助金が受け取れるようになる予定です。
 照会先  �厚生労働省医療提供体制支援補助金コールセンター 

� 0120-336-933（平日9：30～ 18：00）

（3）救急・周産期・小児医療機関への支援� 申請期限2月26日
インフルエンザ流行期に新型コロナ疑い患者を診療する救急・周産期・小児医療
機関として都道府県に登録された医療機関が対象です。
補助上限額は、199床以下の病院では1,000万円で、200床ごとに200万円が加算
されます。また、新型コロナの入院受け入れを割り当てられた医療機関には1,000
万円の加算があります。補助の対象経費は、令和2年9月15日から令和3年3月31
日までに掛かる費用であり、対象経費の考え方は前述（1）と同じです。申請期限
は2月26日です。
 照会先  �厚生労働省医療提供体制支援補助金コールセンター 

� 0120-336-933（平日9：30～ 18：00）

（4）医療資格者等の労災給付の上乗せを行う医療機関等への補助
� 申請期限2月26日
新型コロナへの対応を行う医療機関等が、そこで勤務する医療資格者等が感染し
た際に労災給付の上乗せ補償を行う民間保険に加入した場合には、保険料の一部が
補助されます。補助額は、年間保険料の2分の1（1人当たり1,000円が上限）です。
なお、「新型コロナウイルス感染症対応医療従事者支援制度（制度運営機関：公
益財団法人日本医療機能評価機構）」に加入されている場合には、日本医療機能評

価機構が医療機関に代わって申請を行いますので、医療機関から補助金の申請をす
る必要はありません。申請期限は2月26日です。
 照会先  �厚生労働省医療提供体制支援補助金コールセンター 

� 0120-336-933（平日9：30～ 18：00）

（5）更なる病床確保のための新型コロナ患者の入院受入医療機関への緊急支援
� 申請期限2月28日
病床が逼

ひっぱく

迫する都道府県において新型コロナの受入病床を割り当てられている医
療機関に、重症者病床1床当たり1,500万円、その他の病床、及び協力医療機関の疑
い患者病床は1床当たり450万円を上限に補助が行われています。更に、12月25日
から2月28日までに新たに割り当てられた確保病床については、緊急事態宣言が発
令された都道府県では1床当たり450万円、それ以外の都道府県でも300万円が補
助上限額に加算されています（疑い患者病床は対象外）。つまり、最大で1床当た
り1,950万円の補助を受けることができます。申請は2月28日までです。
補助の対象経費は、①新型コロナ患者等の対応を行う医療従事者の人件費、②感
染拡大防止対策や診療体制確保等に要する経費となっており、②の経費は、補助上
限額の3分の1までとされています。
①の人件費については、従前からいる職員の基本給も、その方の処遇改善を行う
場合は補助対象とされました。
②の経費については、前述（1）と同じように、日常診療業務に必要な費用が幅
広く対象となります。
 照会先  �厚生労働省医療提供体制支援補助金コールセンター 

� 0120-336-933（平日9：30～ 18：00）

（6）新型コロナ患者等を受け入れるための病床確保の補助（病床確保料）
新型コロナウイルス感染症患者の受け入れ体制を確保するための確保病床及び休
止病床について、病床確保料が補助されています。補助上限額は、「重点医療機関」
は1床当たり1日71,000円から436,000円、「協力医療機関」の疑い患者病床は同じ
く52,000円から301,000円、「その他の医療機関」は16,000円から97,000円（ただし、
療養病床の休止病床は一律16,000円）です。
重点医療機関から退院基準を満たさない患者の転院を受け入れるための病床を確
保する際にも、「その他の医療機関」の病床確保料（16,000円～ 97,000円）を活用
することができます。
なお、院内クラスター発生時の空床や休止病床について、院内感染によって実質
的に専用病床になってしまったケースは、都道府県が認めた場合には、都道府県が
認めた期間、一般の病院でも重点医療機関とみなして補助対象となることもありま
すので、該当する医療機関は都道府県にご確認下さい。
 照会先  �新型コロナ患者受入れ医療機関の支援に関する総合相談ダイアル 

� 0120-024-700（平日9：30～ 18：00）

（7）�医師・看護師等を派遣する医療機関への補助
新型コロナの入院を受け入れる医療機関やクラスターが発生した施設に医師や看
護師等を派遣する場合、「DMAT･DPAT等医療チーム派遣事業」を活用して、派
遣元の医療機関が補助を受けることができます。
補助上限額は、医師1人当たり1時間7,550円、医師以外の医療従事者は1人当た
り1時間2,760円、業務調整員1人当たり1時間1,560円です。
更に、急速な感染拡大を踏まえ、令和2年12月14日以降に重点医療機関に派遣
する場合は、補助額が2倍に引き上げられており、医師1人当たり1時間15,100円、
医師以外の医療従事者は同じく5,520円、業務調整員は3,120円となっています。な
お、この引き上げ額を活用して、派遣される医師・看護師等の処遇に配慮して頂き
たい、とされています。
医師・看護師等の派遣が可能と思われる医療機関におかれましては、都道府県行
政を含め地域で協議、検討頂くよう、お願いします。
 照会先  �新型コロナ患者受入れ医療機関の支援に関する総合相談ダイアル 

� 0120-024-700（平日9：30～ 18：00）

（8）新型コロナ患者等入院医療機関への外国人患者の受入体制確保の支援
第三次補正予算で新たに設けられた補助金で、新型コロナ患者等の入院を受け入
れる医療機関に対し、外国人患者の入院の受け入れを支援するものです。
外国人の入院治療をするための整備に必要な費用と、感染拡大防止対策や診療体

制の確保等に要する費用（通常の人件費は除く）が、上限1,000万円まで補助されます。
新型コロナ患者等の入院を受入れる医療機関で、かつ、都道府県が選出する「外
国人患者を受け入れる拠点的な医療機関（選出予定を含む。）」に該当する医療機関
が対象です。
 照会先  �新型コロナ患者受入れ医療機関の支援に関する総合相談ダイアル 

� 0120-024-700（平日9：30～ 18：00）

上記以外の補助制度も含め、日本医師会または厚生労働省ホームページに最新情
報が掲載されています。これらの補助制度はQ&Aや要件緩和等の見直しが頻回に
行われますので、適宜、ご確認願います。

新型コロナウイルス感染症に関する医療機関向け補助制度
（令和3年2月10日現在）　

（1）医療機関・薬局等における感染拡大防止等の支援
（2）新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医療提供体制確保支援補助金
（3）救急・周産期・小児医療機関への支援
（4）医療資格者等の労災給付の上乗せを行う医療機関等への補助
（5）�更なる病床確保のための新型コロナ患者の入院受入医療機関への緊急支援
（6）新型コロナ患者等を受け入れるための病床確保の補助（病床確保料）
（7）�医師・看護師等を派遣する医療機関への補助
（8）新型コロナ患者等入院医療機関への外国人患者の受入体制確保の支援
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